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Abstract 
The present study investigated the criteria used by Japanese college students in selecting a 
potential employer. A total of 154 undergraduate students majoring in social science at a 
major private university in a metropolitan area in Japan were asked to rate the importance of 
various criteria (including content of work, salary, size of the company, and corporate culture) 
when selecting an employer. A policy-capturing method was used to predict the importance of 
each criterion, and the results were compared with the ratings obtained using direct 
questioning. The following major findings were obtained: (1) students valued work contents 
most highly, while the size of the company was of relatively low importance, regardless of the 
method used; (2) for standard wage and students’ adaptability to corporate culture, results 
obtained using direct questioning were different from those obtained using the 
policy-capturing method; (3) students prioritized criteria differently according to differences 
in individual traits such as self-efficacy; and (4) adaptability to corporate culture most 
strongly affected students’ confidence in joining companies. Based on these results, we 












1. はじめに  
本論文の目的は、大学生が就業先を選択する際の基準について探索的に明らかにすること
である。具体的には、ポリシー・キャプチャリング法(policy capturing methodology; 以下
「PC 法」と表記）を用いて推測された彼（女）らの意思決定基準と、直接的に回答された
基準との比較を通じて、それらの優先度を探求する。 



















2. 先行研究  
 










『就職ブランド調査 2008』によると、2002 年から 2007 年 1における、学生の「企業を選
ぶ際に重視する点」に関する回答で上位を占めた項目は、上位から順に「自分がやりたい仕





が正当に評価される」、「雇用が安定している」と続く(リクルート , 2008)。 
一方、1979 年以来調査を継続している『大学生の意識調査』の 2009 年度版によれば、大
学生が会社を選択する上で重視していると回答した項目の上位は、2001 年以降毎年 4 割以
上を占める「やりたい仕事（職種）ができる会社」を筆頭に、「安定している会社」、「働きが
いのある会社」、「社風が良い会社」、「勤務制度、住宅など福利厚生の良い会社」等が続く（毎











を 33 項目から多重回答で 3 つ選択させた結果、男女ともに上位 4 項目は共通したことを報
告している。具体的な上位項目は順に「やりがいがある（男 :女=41％強 : 44％強）」、「給料が
よい（31％弱 : 38％強）」、「人間関係がよい（27％弱 :33％弱）」、「仕事が面白い（21％弱 :26％
強）」と続く。 









（40.8％）であった 2。  







                                                     
























を捉えることを目的とした PC 法（c.f., Karren & Barringer, 2002; 林・関口, 2006）を併用
して比較検討を行っている。こうした取り組みは海外で一部見られるものの（e.g., Dunn, 



























































の面白さ・給与・知名度）を 3 段階（重要・中程度・重要でない）で測定するのであれば 33 回数（27
回）の意思決定場面を提示すれば良いのに対し、１要因増やして 4 要因を検討する際には 43 回数（64
回）のそれを提示する必要がある。本研究で選別基準を網羅的に列挙せず集約を行なったのは、この
ような測定上の制約のためでもある。 






しばしば言及されており（cf., 岩脇 , 2007; 森 , 2009; 永野ら , 2002）、その実践的重要性が推
測できる。また、従業員の定着や職務業績にとって、社風や雰囲気が個人と適合的であるこ
との重要性は、多くの量的データによって支持されてきた(Hoffman & Woehr, 2005; Verquer, 
Beehr, & Wagner, 2003)。 
以上のような先行研究の批判的検討を踏まえながら、本論文では、社風を含む先に集約し
















果(Nevill & Schlecker, 1988)があるように、男女差よりも、この特性が会社の選択基準と何
らかの関連を持つ可能性がある。  













                                                     
7自己効力感(self-efficacy)とは、「指定された種類の諸業績を達成するのに必要な一連の活動を組織化



































4. 方法  
 
4.1 調査対象者 
 調査は 2009 年 7 月下旬、首都圏の大規模私立大学在学中の社会科学系学部学生 154 名を
対象に実施された。男性が 76 名(49.4%)、女性が 78 名(50.6%)を占めた。学年構成は、2 年
生 119 名(77.3%) 、3 年生 23 名(14.9%) 、4 年生 12 名(7.8%)であった。 
このうち、地元（首都圏）での就労を希望する者が 101 名(65.6%)、全国転勤での就労を
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希望する者が 53 名（34.4%）であった。また、総合職での就職を希望する者は 83 名(53.9%)、
























具体的には、大企業か中小企業かの 2 水準で示された「会社規模」 8と、高・中・低の 3
水準で示された「仕事内容への興味度」、「給与水準」、「社風への適合度」の全ての組み合わ
せによって記述され、それらがランダムに 1 社ずつ提示された。以下はその例文である。  
 






だ）×給与水準 3 水準（高い・平均的である・低い）の 54 社分（54 回）の意思決定が行わ
れた。したがって、実験的な意思決定が 54 社×154 人分＝8316 回行われたことになる。 
1 社あたりの回答にかける時間は、読み上げる時間を含めて 40 秒程度であった。回答を修
                                                     
8事前聞き取りの結果、学生が中規模企業と小規模企業とを必ずしも区分しえていないことと、PC 法































5. 分析結果  
 






                                                     
9 応募したいと思うか、内定したら入社したいか、内定を取ることができると思うか、の 3 項目での











表 1. 選抜基準の全体順位結果（直接法） 
因子順位 m (s.d.) 因子
1 仕事 32.14 給与 2.91
(11.28) 社風 10.16 ＊＊＊
規模 15.21 ＊＊＊
1 給与 29.23 仕事 -2.91
(12.01) 社風 7.25 ＊＊＊
規模 12.31 ＊＊＊
3 社風 21.97 仕事 -10.16 ＊＊＊
(10.16) 給与 -7.25 ＊＊＊
規模 5.05 ＊＊
4 規模 16.92 仕事 -15.21 ＊＊＊











直接的測定結果の男女差について分析を行った（表 2）。  
 






























般」）における差の分析を行った（表 3）。なお、内訳は、総合が男性 44 名・女性 39 名の計
83 名、一般が男性 31 名・女性 39 名の計 70 名であった。 
両集団の各々の基準について分散分析と多重比較を行ったところ、総合では「仕事」と「給
与」との間、および「社風」と「規模」との間に差は認められなかったが、前者の 2 基準と
後者の 2 基準との間には 0.1%水準の差が認められた〔F(2.47, 202.52)＝20.60〕。  
 

































の分析を行った（表 4） 10。内訳は、全国が男性 28 名・女性 25 名の計 53 名、地元が男性

































結果、地元は全国よりも社風を約 4.9 ポイント重視しており（t=2.94／p<.01）、全国は 10%








（表 5）。欠損値を除く内訳は、高効力が男性 26 名・女性 38 名の計 64 名、低効力が男性 46
名・女性 38 名の計 84 名であった。  
各々の集団ごとの各基準間の差について検討すべく、分散分析と多重比較を行ったところ、


























































表 6.全体での重回帰分析の結果（PC 法） 
B β t B β t
仕事興味 1.05 0.48 67.35*** 0.55 0.32 37.09***
給与水準 0.82 0.38 52.75*** 0.12 0.07 8.01***
社風適合 0.81 0.36 51.15*** 0.57 0.33 37.92***
















仕事内容への興味（β＝ .48）②給与水準(.38)③社風への適合度（ .36）④会社規模（ .12）で
あった。 
 また入社可能性の認知に影響を及ぼす要因は、標準偏回帰係数の絶対値が大きい順番に①







②給与（ .38）③社風（ .33）④規模（ .12）であった。一方、女性の場合は①仕事（ .51）②
社風（ .40）③給与（ .37）④規模（ .12）の順であり、男性と女性では給与と社風の重要度が
逆転していた。 
入社可能性の認知を従属変数とした際の分析では、標準偏回帰係数の絶対値は男性で①社
風（β＝ .29）②仕事（ .26）③規模（－ .09）④給与（ .03）の順位であったのに対し、女性

















③給与（ .09）④規模（－ .05）の順位で影響していたのに対し、地元群では①社風（β＝ .32）













＝ .41）②社風（ .34）③給与（ .12）④規模（－ .03／p<.05）であり、規模はごく弱い影響度




男性 選好度 0.52 (58.01***) 77 ; 3917 0.45 (41.41***) 0.38 (34.79***) 0.33 (29.93***) 0.12 (10.82***)
可能性 0.31 (23.74***) 77 ; 3918 0.26 (19.43***) 0.03 (2.25*) 0.29 (22.11***) -0.09 (-6.44***)
女性 選好度 0.64 (92.64***) 82 ; 4182 0.51 (54.82***) 0.37 (40.35***) 0.40 (43.32***) 0.12 (13.06***)
可能性 0.46 (44.92***) 82 ; 4181 0.38 (34.02***) 0.11 (9.46***) 0.37 (32.34***) -0.04 (-3.94***)
***p<.001、*p<.05
表8.希望コース別の重回帰分析の結果（PC法）
一般 選好度 0.60 (77.58***) 73 ; 3705 0.48 (46.09***) 0.38 (36.97***) 0.39 (37.43***) 0.10 (9.73***)
可能性 0.39 (34.37***) 73 ; 3706 0.28 (22.30***) 0.02 (1.89†) 0.30 (23.42***) -0.09 (-7.05***)
総合 選好度 0.57 (68.73***) 86 ; 4394 0.49 (49.21***) 0.37 (37.78***) 0.35 (35.23***) 0.14 (13.77***)
可能性 0.37 (31.88***) 86 ; 4393 0.36 (29.99***) 0.11 (9.05***) 0.36 (30.11***) -0.04 (-3.64***)
***p<.001、†p<.10
表9.希望勤務地別の重回帰分析の結果（PC法）
地元 選好度 0.56 (67.27***) 103 ; 5295 0.47 (52.30***) 0.37 (40.52***) 0.36 (40.04***) 0.10 (11.44***)
可能性 0.37 (31.95***) 103 ; 5295 0.30 (27.33***) 0.06 (5.31***) 0.32 (29.97***) -0.07 (-6.75***)
全国 選好度 0.63 (86.57***) 56 ; 2804 0.49 (43.23***) 0.40 (34.55***) 0.37 (32.33***) 0.15 (13.18***)
可能性 0.39 (34.21***) 56 ; 2804 0.37 (25.50***) 0.09 (6.28***) 0.34 (23.36***) -0.05 (-3.30***)
***p<.001
表10.自己効力感の高低別の重回帰分析の結果（PC法）
高効力 選好度 0.65 (95.98***) 68 ; 3387 0.54 (53.46***) 0.37 (36.43***) 0.39 (39.25***) 0.13 (12.91***)
可能性 0.43 (38.74***) 68 ; 3386 0.41 (31.53***) 0.12 (9.34***) 0.34 (26.60***) -0.03 (-2.05*)
低効力 選好度 0.54 (62.01***) 86 ; 4394 0.44 (43.69***) 0.38 (37.19***) 0.34 (33.88***) 0.11 (10.74***)
可能性 0.34 (27.62***) 86 ; 4395 0.26 (21.11***) 0.03 (2.41*) 0.34 (27.58***) -0.10 (-7.81***)
***p<.001、*p<.05
規模β(t)
df 仕事β(t) 給与β(t) 社風β(t) 規模β(t)






df 仕事β(t) 給与β(t) 社風β(t) 規模β(t)




5.2.6 PC 法による結果のまとめ 
会社の選好度に対する標準偏回帰係数から推定した学生の就業先の意思決定基準は、全体




























































































































































体験記を分析した苅谷ら（1992）では OBOG の機能を 4 つに分類したうえで、そのうちの
                                                     
11 2009 年 5 月に行われたレジェンダ・コーポレーション株式会社の web 調査（2010 年 4 月入社予定
者 6,106 名）によれば、学生のエントリー企業数は平均で 66.4 社、説明会に参加した企業の平均は
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